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諮問番号：平成３０年度諮問第２号 

答申番号：平成３０年度答申第４号 

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

   処分庁広島市東福祉事務所長（以下「処分庁」という。）が行った平成３０年４月か

らのＡ保育園への入所を保留とする処分（以下「本件処分」という。）についての審査

請求は、行政手続法（平成５年法律第８８号）に定める手続に反するという点において

理由があるから、本件処分は取り消されるべきであるとの審査庁広島市長（以下「審査

庁」という。）の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

 １ 数年前から、希望する保育園への入所の保留が続き、勤務地の制約を受けている。 

 ２ これからも共働きが続き、現在入所している保育園だと、緊急時の迎え等の対応が

厳しい。 

 ３ 少しでも自宅から近い保育園に入所したい思いが強い。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 審理員意見書の結論 

 行政手続法に定める手続に反するという点において本件審査請求には理由があるか

ら、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第４６条第１項の規定により、本件

処分は取り消されるべきである。 

２ 審理員意見書の理由 

⑴ 審査請求人の子（以下「本件乳幼児」という。）を入所保留と判断したことについ     

て 

   ア 保育所の利用調整等に係る児童福祉法等の規定 

    (ｱ) 児童福祉法の規定 

     ａ 児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第２４条第

１項は、市町村は、法及び子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号）

の定めるところにより、保護者の労働又は疾病その他の事由により、その監

護すべき乳児、幼児その他の児童について保育を必要とする場合において、

同条第２項に定めるところによるほか、当該児童を保育所において保育しな

ければならない旨規定している。 

     ｂ 法第７３条第１項の規定により読み替えられた法第２４条第３項は、当分

の間、市町村は、保育所、認定こども園又は家庭的保育事業等の利用につい
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て調整を行う旨規定している。 

(ｲ) 児童福祉法施行規則の規定 

児童福祉法施行規則（昭和２３年厚生省令第１１号）第２４条は、市町村は、

法第２４条第３項の規定に基づき、保育所、認定こども園又は家庭的保育事業

等の利用について調整を行う場合（法第７３条第１項の規定により読み替えて

適用する場合を含む。）には、保育の必要の程度及び家族等の状況を勘案し、保

育を受ける必要性が高いと認められる児童が優先的に利用できるよう、調整す

るものとする旨規定している。 

(ｳ) 広島市保育の実施等に関する規則の規定 

広島市保育の実施等に関する規則（昭和６２年広島市規則第２９号。以下「規

則」という。）第２条第１項は、法第２４条第１項に規定する乳幼児について、

保育所若しくは認定こども園において保育を受けようとし、又は家庭的保育事

業等により保育を受けようとする者は、所定の申込書を福祉事務所長に提出し

なければならない旨規定している（広島市では、利用調整に関する事務は、市

長から福祉事務所長に委任されている（広島市福祉事務所長に対する事務委任

規則（昭和２９年広島市規則第５７号）第２条第３号）。）。 

    (ｴ) 広島市保育の実施等に関する要綱の規定 

     ａ 広島市保育の実施等に関する要綱（以下「要綱」という。）第５条第１項は、

福祉事務所長は、規則第２条第１項の規定による申込書を受け付けた場合に

おいて、申込みに係る乳幼児数がその保育所等の空き定員を超えるときは、

関係職員を構成員とする選考会議を開き、要綱第５条各項の規定により、保

育の必要の程度及び世帯等の状況を勘案して公平な審査を行い、保育所等の

受入れ態勢等を考慮して保育の実施の承諾又は利用の要請について決定する

旨規定している。 

     ｂ 要綱第５条第２項は、福祉事務所長は、同条第１項の申込みに係る保育所

等の空き定員の範囲内において、実態確認の結果に照らし、保育を受ける必

要性が高いと認められる乳幼児が優先的に利用できるよう調整するとしてい

る。 

     ｃ 要綱第５条第３項は、福祉事務所長は、一人の保護者が要綱別表第１各項

のいずれか一つに該当する場合は、当該項を適用して当該保護者の階層（以

下「個人優先度ランク」という。）を決定し、また、一人の保護者が同表各項

に複数該当する場合は、優先度ランクが最も高い項を適用して個人優先度ラ

ンクを決定するとしている。 

     ｄ 要綱第５条第４項は、同条第３項の規定により決定した個人優先度ランク

に基づき、申込みに係る乳幼児が属する世帯等の階層（以下「世帯優先度ラ

ンク」という。）を決定する旨規定している。 

     ｅ 要綱第５条第５項は、保護者が二人で各個人優先度ランクが異なるときは
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優先度ランクが低い個人優先度ランクを世帯優先度ランクとして決定する旨

規定している。 

     ｆ 要綱別表第１は、「就労」が保育の必要性事由となる場合の優先度ランクを

次のとおりとしている。 

       (a) 居宅外で就労している場合には、月１６０時間以上就労していれば優先

度ランクをＡとし、月１２０時間以上１６０時間未満就労していれば優先

度ランクをＢとし、月６４時間以上１２０時間未満就労していれば優先度

ランクをＣとし、月６４時間未満就労していれば優先度ランクをＤとして

いる。 

      (ｂ) 居宅内で就労している場合（内職を除く。）には、月１６０時間以上就

労していれば優先度ランクをＢとし、月１２０時間以上１６０時間未満就

労していれば優先度ランクをＣとし、月６４時間以上１２０時間未満就労

していれば優先度ランクをＤとし、月６４時間未満就労していれば優先度

ランクをＥとしている。 

      (ｃ) 内職に従事していれば優先度ランクをＦとしている。 

   イ 本件処分の判断の合理性について 

    (ｱ) 処分庁が提出した資料によれば、本件乳幼児が〇歳児であったこと、本件乳

幼児に係る世帯優先度ランクがＣランクであったこと、審査請求人が入所を希

望していたＡ保育園は〇歳児の新規入所可能人数が０人であり、空き定員がな

かったことが認められる。 

    (ｲ) 以上のことから、本件乳幼児には保育の必要性は認められるところ、審査請

求人が入所を希望するＡ保育園の空き定員がなく、処分庁は入所保留処分をせ

ざるを得なかったのであるから、本件処分の判断において、不合理な点があっ

たとか、適切でなかったとはいえない。 

   ウ 審査請求人の主張について 

    (ｱ) 審査請求人は、希望する保育園への入所の保留が続き、勤務地に制約を受け

ている、緊急時の迎え等の対応が難しいなどと主張する。 

これらの主張は、処分庁は法第２４条第１項の規定に基づいて、本件乳幼児

を審査請求人が希望する保育所において保育する義務を負っており、本件処分

はこれに違反するものであって違法であると主張する趣旨と解することもでき

る。 

    (ｲ) しかし、仮に審査請求人の主張を(ｱ)のように解したとしても、法第２４条第３

項及び第７３条第１項の規定が置かれていることからすれば、法は、市町村が、

定員を上回る需要がある場合に調整を行い、その結果として保育の必要性があ

りながら保育所への入所が認められない児童が生じるという事態を想定してい

るといえる（東京高裁平成２９年１月２５日判決参照）。そうすると、定員を上

回る需要があり、空き定員がなかった場合に審査請求人の希望する保育所への
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入所ができなかったとしても、そのこと自体をもって、処分庁が法第２４条第

１項の義務に違反したということはできない。 

  ⑵ 本件処分における理由提示は十分であったかについて 

   ア 理由提示の必要性とその内容 

    (ｱ) 行政手続法第８条第１項本文は、申請により求められた許認可等を拒否する

処分をする場合に、同時にその理由を申請者に示さなければならないとしてい

る。また、同条第２項は、同条第１項本文に規定する処分を書面でするときは、

同項の理由は書面で示さなければならないとしている。 

    (ｲ) それは、拒否事由の有無についての行政庁の判断の慎重と合理性を担保して

恣意を抑制するとともに、拒否の理由を申請者に知らせて不服申立てに便宜を

与える趣旨に出たものである。このような趣旨に鑑みれば、行政手続法第８条

第１項本文及び第２項に基づいて書面により理由を提示する場合には、いかな

る事実関係に基づきいかなる法規を適用して当該申請が拒否されたのかという

ことを、申請者においてその記載自体から了知し得るものを示さなければなら

ないものである（福岡地裁平成２５年３月５日判決参照）。 

    (ｳ) そして、その記載が理由の提示として不十分な場合、当該行政処分は、同条

第１項本文の定める理由提示の要件を欠く違法な処分として取消しを免れない

ものである（前掲福岡地裁平成２５年３月５日判決参照）。 

   イ 本件通知書に記載された理由について 

    (ｱ) 平成３０年２月９日付け保育所等入所（利用）保留通知書（以下「本件通知

書」という。）には、本件処分の理由として「定員等に余裕がないため」と記載

されている。 

    (ｲ) しかし、この記載だけでは、審査請求人の希望するＡ保育園に空き定員を上

回る需要があるため保育を受ける必要性の高い児童が優先的に利用できるよう

調整を行った結果保留となったのか、それとも、同園に空き定員がなかったた

め保留となったのかということを、申込みをした審査請求人が知ることはでき

ない。 

    (ｳ) そうすると、本件においては、本件通知書に単に「定員等に余裕がないため」

と記載されていたにすぎなかった以上、行政手続法第８条第１項本文の要求す

る理由提示としては不十分である。 

   ウ まとめ 

したがって、本件処分は、行政手続法第８条第１項本文の定める理由提示の要

件を欠く違法な処分であり、この点からは本件処分は取消しを免れない。 

 

第４ 審査庁の裁決に対する考え方の要旨 

 本件処分は、審理員意見書のとおり、取り消されるべきである。 
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第５ 調査審議の経過 

 平成３０年５月３０日 審査庁から諮問書を受領 

 平成３０年６月１１日 第１回合議体会議 調査審議 

 平成３０年７月２３日 第２回合議体会議 調査審議 

 

第６ 審査会の判断の理由 

１ 本件処分における理由提示は十分であったかについて 

  ⑴ 本件処分は、入所を希望する申請に対し、それを拒否する処分を行ったものと認

めることができる。申請に対する拒否処分を行う場合は、行政手続法第８条第１項

本文の規定により、申請者に対し当該処分の理由を示されなければならないとされ

ているところ、これは、行政庁の判断の慎重・合理性を担保してその恣意を抑制す

るとともに、処分の理由を相手方に知らせて不服の申立てに便宜を与えることと解

されている。そして、処分に付すべき理由としては、いかなる事実関係に基づきい

かなる法規を適用して当該処分を行ったかということを、また、当該処分が同法第

５条の審査基準を適用した結果であってその審査基準を公にすることに行政上特別

の支障がないときには、いかなる事実関係についていかなる審査基準を適用して当

該処分を行ったかを、それぞれ申請者においてその記載自体から了知し得る程度に

示す必要があると解されている。 

⑵ これを本件についてみると、本件通知書には、「利用調整の結果」とした上、「定

員等に余裕がないため」と記載されているが、当該記載では、Ａ保育園に空き定員

を上回る需要があるため保育を受ける必要性の高い乳幼児が優先的に利用できるよ

う調整を行った結果保留となったのか、それとも、同園に空き定員がなかったため

保留となったのかということを、申込みをした審査請求人が知ることはできないた

め、不十分といわざるを得ない。 

⑶ よって、行政手続法に定める手続に反するという点において本件処分は取り消さ

れるべきであるとの審査庁の判断は妥当である。 

２ 本件処分の実体的適法性・妥当性について 

本件処分は、前記のとおり手続に瑕疵
か し

のある違法な処分であり、取消しを免れない

ものではあるが、念のため、処分の実体的適法性・妥当性についても判断する。 

⑴ 広島市においては、申込みに係る乳幼児数が保育所等の空き定員を超える場合は、

保育の必要の程度及び世帯等の状況を勘案し公平な審査を行うものとし（要綱第５

条第１項）、その空き定員の範囲内において、保育の必要性が高いと認められる乳幼

児が優先的に利用できるよう調整することとしており（同条第２項）、これらの判断

基準に不合理な点は見られない。 

  ⑵ 本件において処分庁が提出した資料によれば、審査請求人が入所を希望していた

Ａ保育園は、〇歳児の新規入所可能人数が０人であったことが認められる。このよ

うに同園に空き定員がなかったため、処分庁は本件乳幼児を入所保留とする本件処
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分をせざるを得なかったのであるから、その判断について、不合理な点があったと

か、適切でなかったとはいえない。 

  ⑶ なお、審査請求人は、希望する保育園への入所の保留が続き、勤務地に制約を受

けている、緊急時の迎え等の対応が難しいなどと主張するが、審理員意見書のとお

り、法は、市町村が定員を上回る需要がある場合に利用調整を行い、その結果とし

て保育の必要性がありながら保育所等への入所が認められない児童が生じるという

事態を想定しているといえ、そうした事態はやむを得ないものである。 

 

 広島市行政不服審査会合議体 

委員（合議体長） 門田 孝、 委員 廣田 茂哲、 委員 福永 実 

 


